21戦略的技術支援事業（地域イノベ）

地域イノベーション創出研究開発事業　提案書類チェックシート
※提出漏れがないか、また指定枚数内で記載されているかどうかチェックの上、提案書類に添付してください。
	テーマ名：

	
	↓チェック欄
	提出書類
	通し番号を付すもの

	添付書類
	□ 提出書類チェックシート･･･････････････････････････････････････････････････１枚 　　
□ 提案書受付通知用はがき･･･････････････････････････････････････････････････１枚
□ メディア（提案書全体・「提案データ入力票」（７９頁））･･････････････ＣＤ－Ｒ１枚

	提　　案　　書
	該当する場合のみ
	□様式 Ａ ：地域イノベーション創出研究開発事業への類似提案状況説明書････１～２枚 　　○

※本事業に類似の提案を複数行っている場合は作成（様式３⑤参照）
□ 様式 Ｂ ：他制度への類似プロジェクト等説明書･･･････････１プロジェクト毎に１枚 　　○
※他制度に類似の提案をしている場合は作成（様式３⑤参照）


	
	作成必須の様式
	□ 様式 １ ：地域イノベーション創出研究開発事業提案書･･････････････････････１枚　　　○
□ 様式 ２ ：研究体について････････････････････････････････････････････１～２枚　　　○
□ 様式 ３ ：研究開発総括表････････････････････････････････････････････４枚以内　　　○
□ 様式 ４ ：研究開発内容等説明書･･････････････････････････････････････６枚以内　　　○
□ 様式 ５ ：研究開発計画･･････････････････････････････････････････････････１枚　　　○
□ 様式 ６ ：平成２１年度／平成２２年度提案額総額内訳表･･････････････各１～２枚　　　○
□ 様式 ７ ：使用機械装置等説明書･･････････････････････････････････････１～２枚　　　○
□ 様式 ８ ：プロジェクト終了後の事業化計画説明書･･････････････････････４枚以内　　　○

□ 様式 ９ ：個別製品事業化計画説明書･･････････････････････製品毎に２～６枚程度　　　○
□ 様式１０：地域性・政策性説明書･･････････････････････････････････････４枚以内　　　○

□ 様式１０－１：農商工連携事業に関する説明書（該当する場合）･･････････････１枚   　 ○

□ 様式１０－２：産業クラスター計画との関連性に関する説明書（該当する場合）１枚 　 　○

□ 様式１１：研究者一覧表･･････････････････････････････････････････････１～３枚　　　○

（総括事業代表者の経歴書を添付）

□ 様式１２：管理法人の概要････････････････････････････････････････････２～３枚　　　○
□ 様式１３：参加企業の概要････････････････････････････････････････････････任意　　　○
□ 様式１４：参加する試験研究機関等の概要･･････････････････････････････････任意　　　○

	補　足　資　料
	□ 技術シーズ・知見に関する特許等（保有している場合）の全文写し････････････１部　　　○
□ 技術シーズ・知見に関する論文の写し（３論文程度）････････････････････････１部　　　○

□ 他の研究開発制度で得られた成果を活用したテーマを提案する場合は、当該

研究開発制度における研究成果報告（Ａ４判５枚以内）

･･････････････････････････････････････････････････１部（様式１～１４に添付）　　　○

□ プロジェクト管理法人の定款又は寄附行為、出資者及び役員の一覧が記載され

ている書類、最近の決算（営業）報告書又はそれらに準じるもの･･････････････１部　　　○
□ 一般管理費を計上する管理法人にあっては、一般管理費比率の根拠となる資料･･１部　　　○
□ 研究実施者（法人）にあっては、その経歴書（経歴が確認できれば会社案内等も可）、

最新の決算（営業）報告書又はそれらに準じるもの･･････････････････････････１部　　　○


※各様式は、枚数を厳守してください。

※提出部数は以下のとおりです。
提案書：正本１部、副本３部、補足資料：正本１部、副本１部（詳細は、１９頁を参照。）
	21年度受付番号

	

	※この欄は経済産業局で記入します。


【様式１】
	応募区分

（いずれかに○をつける）
	一般型
	

	
	地域資源活用型
	

	研究開発期間

（いずれかに○をつける）
	１年
	

	
	２年
	


地域イノベーション創出研究開発事業提案書

平成21年　月　日
○○経済産業局長殿（沖縄県の場合は、内閣府沖縄総合事務局長殿）

地域イノベーション創出研究開発事業（平成２１年度）について、公募要領記載事項についてすべて了承しましたので、以下のとおり提案いたします。

テーマ名

	研究開発内容を端的に表現したテーマ名を、全角３０文字以内で記入してください。
（例：○○技術を用いた…の研究開発）


研究目的（全角１５０文字以内）

	・研究開発の目的、開発内容を、一般の方にも分かりやすいように記載してください。

・１行全角５０字、３行以内で記載してください（数字、カタカナ等は半角を使用して結構です）。

・本欄は採択となった場合、公開（プレス発表）することとなります。


分野（主分野・副分野）及びキーワード

	１．主分野・副分野
主分野・副分野一覧表（４８頁）から、主分野（最も重要性の高い分野を１つ）、副分野（主分野に次いで関連性のある分野を最大３つ）選択し、分野コード（４桁数字）・分野名を記載してください。

主分野　：　分野コード　　　　　　　　　　　　分野名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
副分野①：　分野コード　　　　　　　　　　　　分野名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
副分野②：　分野コード　　　　　　　　　　　　分野名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
副分野③：　分野コード　　　　　　　　　　　　分野名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２．キーワード

キーワード一覧表（４９・５０ページ）から、コード（３桁数字）・キーワードを、関連度の高い順に最大５つ記入してください。該当するキーワードがない場合、コードを「９９９」とし、任意のキーワードを記載してください。

①：コード　　　　　　キーワード　　　　　　　　②：コード　　　　　　キーワード　　　　　　　
③：コード　　　　　　キーワード　　　　　　　　④：コード　　　　　　キーワード　　　　　　　
⑤：コード　　　　　　キーワード　　　　　　　


管理法人

	法人名：

代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

住所：〒

	連絡担当者名・所属役職：

TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail：


総括事業代表者（ＰＭ）

	氏名（フリガナ）：

組織名・所属役職：

TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail：


【様式２】

研究体について
	主たる研究

実施場所
	名称：
	所在地：


研究実施者（詳細は様式１３・１４に記載）

※すべての研究実施者を記載してください。

	研究機関コード

機関名
	所在地
	所属部署・役職

担当者氏名・連絡先
	中小

企業

	研究機関コードと機関名を、契約単位で記載してください。（研究者個人単位での一覧は様式１１に記載）
	登記上の所在地を、郵便番号・都道府県名から記載してください。
※企業の本社所在地と研究開発実施場所が異なる場合は、双方を併記し研究実施場所に下線を付してください。
	所属部署：

役職：

担当者氏名：

TEL：

FAX：

E-MAIL：
	

	
	
	所属部署：

役職：

担当者氏名：

TEL：

FAX：

E-MAIL：
	

	
	
	所属部署：

役職：

担当者氏名：

TEL：

FAX：

E-MAIL：
	


※「中小企業」欄には、みなし大企業に該当しない中小企業に「○」を記載します。

（中小企業の定義については、参考７（７５頁）を参照ください。）

アドバイザー（任意）

※人数に制限はありません。（定義は６頁を参照）

	機関名
	住所
	所属組織・役職・担当者氏名・連絡先

	
	
	


【様式３】

研究開発総括表
	①　テーマ名
	

	（和文）
（英文）

	②　研究開発費提案額（消費税及び地方消費税を含む）
	

	全体計画（千円）

21年度
22年度

総額



	③　研究開発概要（様式４の内容を要約してください）
	

	当該研究開発のポイントやアピールすべき内容も盛り込みつつ、１，０００字以内で作成してください。


	④　事業化計画（様式８の内容を要約してください）
	

	当該事業化計画のポイントやアピールすべき内容（コスト低減、性能向上、新たな機能の付加、軽量化等）も盛り込みつつ作成してください。


	⑤　他補助金・委託制度等への類似プロジェクトの申請等
	

	本提案プロジェクトと類似した研究開発（同一の研究実施者が関与し、同一の技術シーズを用いるなど）を経済産業省及びその他省庁又は独立行政法人等の実施する研究開発事業等において、過去に実施済み又は実施中若しくは申請中及び申請予定である場合は、その｢研究開発テーマ名｣｢関係省庁等名｣｢事業名｣をこの欄に記入するとともに、１プロジェクト毎に様式Ｂ（４７頁）を作成の上、提案書に添付してください。

なお、地域イノベーション創出研究開発事業において、類似した案件を複数提案する場合は、様式Ａ（４６頁）を作成の上、添付してください。

政府において同一研究者の同一又は著しく類似した内容のプロジェクトは、関係省庁等の連携により重複して助成しないこととされています｡

したがって、経済産業省においてもこれらの類似したプロジェクトの有無について調査いたしますが、万が一正しい報告が行われなかった場合や記載漏れが判明した場合は、不採択になることがありますのでご留意ください。


	⑥　期待される効果（全国的視点から記述してください。）
	

	研究開発成果が実用化した場合（普及した場合を想定）の効果について簡潔に記述してください。

また、研究開発終了後５年後の時点における製品の単年度売上見込額、新規雇用者数の見通しについて記述してください（必須）。
・研究開発終了後５年後の製品単年度売上見込額：　　　　　　　　　千円
・研究開発終了後５年後の新規雇用者数見通し：直接新規雇用者数　　　　　　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接雇用数も含む新規創出雇用者数　　　　　　人

※「間接雇用数を含む新規創出雇用者数」欄には、当該研究開発をもとにした新製品・新事業の創出により生み出される全ての新規創出雇用者数（自社以外（取引先等）も含む。）の合計を記載します。



	⑦　研究開発概念図
	

	
	

	当該研究開発の目的・目標・方法・内容等を分かりやすく視覚的に表現したプレゼンテーション資料を作成してください（Ａ４で１～２枚）。

なお、１枚目は従来技術と本技術の違いが明確にわかる研究開発全体の見取り図としてください。

※従来技術と本技術の違いが明確にわかる研究開発全体の見取り図の例





※様式３全体で４枚以内としてください。

【様式４】

研究開発内容等説明書
	テーマ名：

	①研究開発の背景及び当該分野における研究開発動向
	

	社会的・経済的・技術的背景を踏まえ、応募テーマに関連・類似する最新の技術水準や今後のトレンド、また、国内外の研究開発動向をもとに、応募テーマとの関係や相違点について明瞭に記述してください。
さらに、国内外他社における類似特許との関係、抵触等の可能性などについても記述してください。



	②研究開発の目標
	

	上記①をもとに、研究開発終了時に目指すべき具体的目標値を記述してください。

また、目標設定の根拠を明瞭かつ具体的に記述してください。


	③研究開発の内容
	

	研究開発目標を達成するために、技術シーズ・知見を活用し研究開発をどのような方法で行うのかについて、①それは従来の研究開発方法に比してどこが違うのか、そこには②どのような研究開発課題があり、それを本提案の研究開発方法で③どう解決するのかを明瞭に記述してください。
また、研究開発計画を、開発項目（サブテーマ）毎に実験、試作、試作品評価等に分けて様式５に記入してください。




④活用する技術シーズ・

	知見
	

	研究開発の基礎となる技術シーズ・知見について記述してください。

・これまでに本技術シーズ・知見を用いて成果が上がった研究開発があれば、その活用の実績等について記述してください。
・技術シーズ・知見に関する特許等があれば簡潔な説明をしてください（特許等があれば全文写しを補足資料として提出してください。（独）工業所有権情報・研修館の特許電子図書館サービス及び特許流通データベース上の登録番号の記載等で替えることもできます）。

・技術シーズ・知見に関する論文の簡潔な説明をしてください（最近のもの３論文程度の全文の写しを同じく提出してください。公開論文の場合、URL及び検索の手がかりとなる論文番号等の記載で替えることもできます。）。

・他の産学官連携研究開発施策による研究開発で得られた成果を活用したテーマを提案する場合は、当該研究開発制度における研究成果の簡潔な説明をしてください（研究成果報告（Ａ４判５枚以内）を提案書に添付してください）。

・新産業・新事業に結びつけるための知的財産戦略が検討されている場合は、その概要について簡潔に記述してください。


	⑤研究開発項目（サブテーマ）と、参加団体の役割分担
	

	本研究開発の項目（サブテーマ）と、その主たる実施機関名を記載してください。



	⑥専門用語等の解説
	

	今回の提案に際して使用した専門用語・略語等について、それぞれ簡潔に（１件最大３００字程度）解説してください。



※様式４全体で６枚以内としてください。
【様式５】

研究開発計画
	テーマ名

	年度別
	21年度
	22年度

	サブテーマ名
	機関別
	上期
	下期
	上期
	下期

	○○の開発
	○○株式会社


	○○の調査

○○の



	開発

○○の開発
○○の
○○

	部品試作

装置の設計
○○装置
	の試作

○○装置の試験



	
	（年度目標）
	要素技術の確立
	装置設計・装置試作・試験評価

	
	
	
	
	
	

	
	（年度目標）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	（年度目標）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	（年度目標）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	（年度目標）
	
	
	
	



注）研究計画を実線で示し、線上に主な開発項目を記載してください。

【様式６】
[image: image1.emf]※グレーの欄は、入力不要。

※委託費の内容は、１４～１６ページを参照。

※＊の欄は、研究実施者（再委託先）すべての合計額を記入してください。

※「中小企業」欄には、みなし大企業に該当しない中小企業に「○」を記載してください。

0

① ② ③ ％

0 千円 千円 0 0

テーマ名：



研究費の中小企業への配分比率（③＝②÷①）



合　　計

Ⅵ　再委託費＊

　　総　経　費

Ⅶ　消費税及び地方消費税

Ⅱ　労務費

　１．研究員費

　２．管理員費

　１．消耗品費

　うち一般管理費対象外経費

Ⅳ　間接経費

小計（Ⅰ～Ⅲ）＝直接経費

　３．補助員雇上費



　５．調査費

　６．報告書作成費

　７．その他特別費



　２．旅費・交通費

　３．計算機使用料

Ⅲ　その他の経費



　３．保守・改造修理費

間接経費率又は一般管理費率（％）



　１．土木・建築工事費



　２．機械装置費



管理法人

○○○○（株）



Ⅰ　プラント･機械装置等開発費



項　目

　　中小企業



Ｃ



平成２１年度提案総額内訳表

（平成２１年度分のみを記載）

（単位：千円）※千円未満は切り捨て

合計

研究開発

業務

合計

Ｂ

ＰＪ管理

業務

再委託費

Ａ



0



Ⅴ　一般管理費



0

0



0



0



①　左表（管理法人）において、総経費から管理法人の設備関係経

費を差し引いた金額

②　①の金額に占める中小企業への配分総額

③　設備関係経費を除いた中小企業への配分比率



　４．委員会費



0


[image: image2.emf]※グレーの欄は、入力不要。

※委託費の内容は、１４～１６ページを参照。

※＊の欄は、研究実施者（再委託先）すべての合計額を記入してください。

※「中小企業」欄には、みなし大企業に該当しない中小企業に「○」を記載してください。

0

① ② ③ ％

0

①　左表（管理法人）において、総経費から管理法人の設備関係経

費を差し引いた金額

②　①の金額に占める中小企業への配分総額

③　設備関係経費を除いた中小企業への配分比率

合　　計

0



研究費の中小企業への配分比率（③＝②÷①）

0 千円 0 千円 0



Ⅶ　消費税及び地方消費税



　　総　経　費

0



0



Ⅵ　再委託費＊

0



Ⅴ　一般管理費



Ⅳ　間接経費



　うち一般管理費対象外経費



小計（Ⅰ～Ⅲ）＝直接経費

0



　７．その他特別費



　６．報告書作成費



　５．調査費



　４．委員会費



　３．計算機使用料



　２．旅費・交通費



　１．消耗品費



Ⅲ　その他の経費



　３．補助員雇上費



　２．管理員費



　１．研究員費



Ⅱ　労務費



　３．保守・改造修理費



　２．機械装置費



　１．土木・建築工事費



Ⅰ　プラント･機械装置等開発費



間接経費率又は一般管理費率（％）



　　中小企業



Ａ Ｂ Ｃ

合計

研究開発

業務

ＰＪ管理

業務

平成２２年度提案総額内訳表

（平成２２年度分のみを記載）

（単位：千円）※千円未満は切り捨て

テーマ名：



項　目

管理法人 再委託費

○○○○（株）

合計



【様式７】

使用機械装置等説明書

	テーマ名

	①　使用機械装置等の概要
	

	本研究開発で調達する全ての機械装置等（賃借等、購入以外の方法を含めた本研究開発費を用いて調達する全ての機械装置等）について、名称、仕様・スペック、必要性について記載してください。
機械装置等の名称
仕様・スペック

必要性
（型番、必要能力等を記載）
左記記載の機械装置の必要性、及び仕様・スペックを必要とする理由を、具体的に（評価者に必要性が分かるよう）記載してください。


	②　賃借機械装置等の概要
	

	上記①に記載した機械装置のうち、賃借予定の全ての機械装置等について、名称・型番、賃借条件、賃借予定金額について記載してください。
※対象となるのは、研究開発に必要最低水準の機械装置等となります（研究開発に比して過大な水準の機械装置等の賃借は認められません。）。また、研究開発で必要となる機械装置等のうち、経済産業局等が保有する機械装置等で適用可能なものについては、当該装置等の貸付を案内することもあります。
※原則として、本欄に記載のない機械装置等については、特段の理由のないかぎり支払の対象としません。
名称・型番
賃借条件
賃借予定金額
（記載例）
○○機械装置
　○○社○○－○○（型番）
　
（予定賃借期間、賃借予定月額他の条件を記載）
設置場所：○○株式会社

予定賃借期間：平成２１年８月～平成２２年６月

賃借予定金額：月額○○，○○○円
千円


	1 　購入機械装置等の概要
	

	上記①に記載した機械装置のうち、購入予定の全ての機械装置等について、名称・型番、購入予定金額、購入年度、購入の必要性（賃借等の方法によらない理由）、終了後の取扱（買取等の予定（買取予定者等））について記載してください（記載にあたっては、１４頁５．契約（２）委託費の内容Ⅰ．プラント・機械装置等開発費２．機械装置費の記述を熟読の上で記載してください。）。
※対象となるのは、研究開発に必要最低水準の機械装置等となります（研究開発に比して過大な水準の機械装置等の購入は認められません。）。また、研究開発で必要となる機械装置等のうち、経済産業局等が保有する機械装置等で適用可能なものについては、当該装置等の貸付を案内することもあります。
※原則として、本欄に記載のない機械装置等については、特段の理由のないかぎり支払の対象としません。
名称・型番

購入予定金額

購入年

設置場所・必要性

（記載例）
○○機械装置
　○○社○○－○○（型番）
　
　
千円

○，○○○
年度

２１
設置場所：○○株式会社

理由：リース会社より○○のためリース困難との回答があったため。




【様式８】

プロジェクト終了後の事業化計画説明書
	テーマ名

	①　事業化計画全体の概要
	

	研究開発成果の活用方法、製品イメージ等、事業化計画全体の概要を記載してください。
また、研究開発成果をもとにした製品イメージを、下欄に製品ごとに記載してください。（ロイヤリティ収入等製品以外の収入を目指す場合、その旨及び概要を下欄に記載してください。）
製品名

製品の概要（用途、特徴等）



	②　想定市場における優位性、予想市場規模及び市場占有率
	

	想定する市場における競合製品等の動向（性能、価格等）を踏まえ、本製品等の優位性の根拠を記述してください。
また、想定される市場規模及び製品の市場占有率及び根拠を記述してください。
さらに、当該市場の特色を記述してください。
（個別製品ごとの市場占有率等については様式９に記載します。）


	③　製品化の見通し
	

	本研究開発終了後において、事業化に向けてさらに取り組まなければならない製品化のための技術的課題について、また、その技術課題を解決するための「製品化のための技術開発」の内容及び「開発スケジュール」を記述してください。
また、本研究開発の成果が当該製品等にどのように反映されるのかを記述してください。
（個別製品ごとの技術開発内容及び開発スケジュール等については様式９に記載します。）


	④　事業化計画
	

	上記③で記載した「製品化のための技術開発」が終了した後の事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事業化の内容に区分し記述するとともに、本事業による研究開発終了後５年経過時の単年度売上見込額を記載してください（必須）。
生産・販売の一部又は全部を研究体参画機関で行わない場合は、他との協力関係を記述してください。

また、対象となる販売先、最終ユーザーについて記述してください。

（個別製品ごとの事業化計画及び単年度売上見込額等については様式９に記載します。）
・研究開発終了後５年後の製品単年度売上見込額：　　　　　　　　　千円

	⑤　事業化のスキーム図
	

	事業化計画における製造・販売ルートを、仕入先・外注先・販売先・最終ユーザーの関連を踏まえてＡ４判１枚以内で図示・説明してください。




※様式８全体で４枚以内としてください。
【様式９】

個別製品事業化計画説明書（製品毎に作成（２～６枚程度））

	製品名：（仮称でも結構です。ロイヤリティ収入等製品以外による事業化の場合、特許実施権等について記載。）

	①　製品・技術のイメージ
	

	　・効能や他と異なる特異点を評価者及び最終消費者・使用者に訴求するような製品（技術）PRパンフレットを作成してください。A４片面又は両面程度。本様式の次のページに掲載してください。

	②　ターゲットとする市場
	

	・ターゲットとしてどのような市場を想定しているのか。ターゲットとする市場におけるニーズ（又は発生すると想定しているニーズ）、及びその根拠。市場におけるニーズに対する事業化計画上の当該製品等の位置づけ　　について具体的に記載してください。

	③　当該製品分野における予想市場規模及び売上高、シェア
	

	経過年数

１年目
２年目
３年目
４年目
５年目
市場規模（百万円）
シェア（％）
販売数量（単位を記載）
単価（円）
売上高（千円）
・想定される市場規模／単価及び販売数量・売上高／市場シェア（金額ベース（＝売上高／市場規模））の年度ごとの推移について、上表に数値を記載いただくとともに、算出の考え方等根拠をご説明ください。また、増加又は減少の変動が見込まれる場合は、その変動要因を記載いただくとともに、当該市場の特色についても記載してください。想定される売上高について達成可能な理由についても記載してください。
※「経過年数」とは本事業による委託研究終了後の経過年数を示します。

	④　事業化体制
	

	・事業化体制（事業化の際の製造・販売担当等の事業化体制について、仕入先・外注先・販売先・最終ユーザーの関係も踏まえて記載してください。（図での記載でも結構です。））

・全体の資金計画（事業化までに必要な設備投資や追加試験研究等の計画の概要及びそれらに必要な資金の調達計画を具体的に記載してください。）


⑤　委託研究終了後５年間の事業化計画

	
	※事業化実施主体について記載します。

	経過年数

１年目
２年目
３年目
４年目
５年目
市場調査


②
追加研究

設備投資
①
③
生産

販売

①追加設備投資の実施（○○より○○円を資金調達予定）

②売上状況の確認及び生産量増強の検討

③生産体制の強化及び商品展開の多様化（自社費用にて○○円の設備投資を実施）

委託研究終了後５年間の事業化計画について、各年度の計画内容を資金計画にも触れながら、上表及び補足説明により具体的に記載してください。（生産・販売委託等行う場合は委託内容について記載します。）

※「経過年数」は本事業による委託研究終了後の経過年数を示します。

※設備増設などを想定されている場合は、その考え方を記載してください。

	⑥　事業戦略
	

	市場性を高める事業戦略として、以下の項目について記載してください。

知的財産化等による市場価値の向上についての考え方。他社技術との競合関係（競争関係にある他社の技術動向を踏まえた自社事業の優位性確保戦略等）。その他市場性を高めるために講じようと考えている戦略


【様式１０】

地域性・政策性説明書
	テーマ名：

	①　地域への貢献
	

	想定する地域産業界への波及効果や地域社会への貢献に関して、以下の項目に留意して記述してください。
・技術的波及効果（技術移転、技術集積等、技術力の向上効果等）
・地域における新たな研究開発体制・連携の構築・事業化計画
・市場創出効果
・経済的効果

・人材育成効果

・雇用創出効果（研究開発終了後５年後の新規雇用者数見通しを記載のこと　※必須）
・地域における産業構造の改善・刷新効果

・地域の抱える社会的課題の解決に寄与するか。

・地域において新たな価値観を創造し、新たなニーズの醸成に寄与するか。

・研究開発等に対する地域の取組、価値観の向上など、地域における知的サイクルを活性化し、新たな活力の創出に貢献するか。
・研究開発終了後５年後の新規雇用者数見通し：直接新規雇用者数　　　　　　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間接雇用数も含む新規創出雇用者数　　　　　　人
※「間接雇用数を含む新規創出雇用者数」欄には、当該研究開発をもとにした新製品・新事業の創出により生み出される全ての新規創出雇用者数（自社以外（取引先等）も含む。）の合計を記載します。

	②　研究実施者の地域的連携
	

	地域の技術研究開発能力や産業集積の活用など、研究実施者(特に民間企業)が地域的に連携していることを記述してください。

仮に管理法人と研究実施者、又は、研究実施者相互が地理的に著しく離れている場合は具体的にどのように連携するのか示してください。

	2 　経済産業省施策、他府省施策等との関連
	

	要領１２頁（Ⅲ.地域の産業政策上の観点からの評価項目）に掲げる事項について該当するものがある場合は、内容及び参画している構成員名など、その状況について具体的に説明してください。なお、農商工連携・産業クラスターとの関係については、それぞれ様式１０-１または様式１０-２に記載してください。

	④　研究実施者の地域性
	

	［地域性のある企業のみ記載］

	
	企業名
	地域定着性の根拠
	研究開発費
	資本金
	前年度売上高
	従業員数
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	


※様式１０全体で４枚以内としてください。
【様式１０－１】
農商工連携事業に関する説明書

	テーマ名
	

	研究体構成員
	※構成員のうち、農林水産業を対象とする研究機関又は民間企業には下線を付した上で、主な事業内容（製品等）を括弧書きで記載してください。



	本提案プロジェクトが農商工連携であることの説明
	※提案プロジェクトで行う研究開発が、製造業・サービス業等と農林水産業の有する資源や技術・ノウハウ等を連携させた研究開発課題に取り組むことの説明をしてください。

	本プロジェクトの

成果が農林水産業

（及びその地域）

に与える効果
	※提案プロジェクトで得られた成果が、農林水産業又は農林漁村等地域に与える効果について、具体的に記載してください。

	本プロジェクトの

成果が地域経済に

与える効果
	※提案プロジェクトで得られた成果が、地域経済に与える効果について、具体的に記載してください。

	その他農商工連携

に関する特記事項
	※上記以外に、提案プロジェクトに関連して農林水産省、地方自治体農林水産部署、もしくは農林水産業との連携や関連で特記事項がある場合は、具体的に説明してください。


【様式１０－２】
産業クラスター計画との関連性に関する説明書

	テーマ名
	

	関連する

産業クラスター計画名
	

	研究体構成員のうち産業クラスター会員企業名
	

	重点４分野
	【ＩＴ】、【バイオ】、【ものづくり】、【環境】分野の

いずれかを記載
	具体的な

技術名
	記載例：水処理技術、バイオマス、半導体等

	提案プロジェクトと

産業クラスター計画

との関係
	※各地域の産業クラスター計画が目指す目標・方向性に対する提案プロジェクトの関係性や有効性について記載してください。

	産業クラスター計画への

参画状況
	※産業クラスター計画への積極的な参画状況について、具体的にどのような取組みを行われているか記載してください。

	その他産業クラスター計画

との連携に関する特記事項
	※上記以外に、提案プロジェクトに関連して産業クラスター計画との関連で特記事項がある場合は、具体的に説明してください。


【様式１１】

研究者一覧表
	テーマ名：

	（フリガナ）

研究員氏名
	研究者番号
	生年月日

性別
	所属
	学位
	研究分担
	ｴﾌｫｰﾄ

（％）

	（総括事業代表者）


	
	
	
	
	研究総括
	

	（研究員）


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※総括事業代表者の研究経歴書を添付してください。

※エフォート欄には、各研究者の年間の全仕事時間を100％とした場合に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％）を整数で記入してください。



	氏名
	
	生年月日

（年齢）
	　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　（　　　歳）

	1 所属・役職名

	2 最終学歴

［授与機関］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［学位］（博士・修士・学士・なし）←○を付す
［取得年］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［専攻］

	3 略歴



	4 総括事業代表者（ＰＭ）の適正※記載にあたり、その主張を裏付ける証拠・根拠を必ず挙げて説明してください。

	（ⅰ）あなたが、「高い事業管理能力を有し、管理法人及び研究実施者等と連携しつつ、強力なリーダーシップを発揮できること」を説明してください。

	ア）（ⅰ）の事項を説明してください。

イ）民間企業等で行った事業プロジェクト経歴（３件以内）

（記入例）

プロジェクト名

年度

産学官

産学

ＰＭ経験

ＰＬ経験

1 ・・・・・・の研究

H16～H17

○

○

2 ＊＊＊＊＊＊の研究開発

H17～H18

○

○

※該当箇所に○を記載します。ＰＬとは、プロジェクトリーダー（総括研究代表者）を指します。

ウ）産学官連携に関する経歴等

エ）実用化研究開発事業の代表者（ＰＭ、ＰＬ）実績

本事業と同様の実用化研究開発事業（地域新生コンソーシアム研究開発事業等）においてＰＭ、ＰＬを担当した実績のある場合、担当した全てのプロジェクトについて、その名称及び事業所管、実施年度、本提案時点での事業化実績（事業化した場合は当該事業化した年度）について記載してください。また、末尾に担当件数及び事業化件数を記載のこと。
　（記載例）

事業名

プロジェクト名

事業所管

実施年度

事業化実績

地域コンソ事業

燃料電池用○○の開発

○○経済産業局

H15～16

補完研究中

地域コンソ事業

・・・・・切削システムの開発

○○経済産業局
H15～16

事業化(H19)

地域コンソ事業

＊＊＊を用いた＊＊センサー開発

○○経済産業局
H17～18

事業化断念

地域資源活用型

○○産○○を用いた・・・の開発

○○経済産業局
H19～20

実施中

担当件数：４件

事業化件数：１件



	（ⅱ）あなたが「研究・事業化計画の実施についてマネジメントを行うに相応しい高い研究上・技術上の見識と管理能力を有していること」を説明してください。

	ア）（ⅱ）の事項を説明してください。

イ）研究履歴（企業経験を有する場合、経験年数が分かるように記載してください。）

ウ）新規技術に関する市場動向の把握、新規技術等の知的財産戦略（特許化、ライセンス許諾等への関与又はコンサルティング等）、普及・標準化等に関する実績



	（ⅲ）あなたが「上記（ⅱ）に加え、研究開発成果の事業化における、資金調達及び販路開拓等について、高い見識やノウハウを有しており、事業化の観点から当該プロジェクトを牽引する能力が期待できること」を説明してください。

	

	（ⅳ）あなたが「当該プロジェクトのマネジメントに必要かつ十分な時間を充てることができること」を説明してください。

	

	（ⅴ）あなたが「研究体の構成員である民間企業に所属し、事業化の観点から当該研究開発の最適化及び研究開発終了後の事業化を推進するための体制・環境の整備を行うことができる者であること」を説明してください（あわせて PMに就任する決意及び将来の展開について説明してください。）。

	


 【様式１２】

管理法人の概要
	法人名
	
	設立年月日

（経過年数）
	※登記上のものを記載

　　　　　（　　年）

	所在地
	　　　　都・道　　　　　　郡　　　　　　　区

　　　　府・県　　　　市・区　　　　　町・村
	基本財産

又は資本金
	

	役員数
	人
	従業員数
	人
	所管官庁
等の名前
	

	①　事業概要


	②　過去３年間の産学官共同研究、調査研究リスト（各々５件まで）

１）共同研究
　　　（記入例）
共同研究名称
委託元
期間
①・・・・の研究開発
・・・庁
H17～H18
②＊＊＊＊の研究
＊＊＊県
H17
③○○○○の技術開発
○○○省
H18～H19
２）調査研究（研究開発に関連する調査研究のみ）
　　　（記入例）
調査研究名称

委託元

期間

①・・・・の調査

・・・工業研究所

H17

②＊＊＊＊の調査事業

＊＊＊市

H19



	③　内部組織

　・本研究開発担当部署名

　・うち本研究開発担当人員　　　　　名

	④　プロジェクトの管理体制

　［研究管理者氏名］

　　実際に担当する方を記載してください。
　［研究管理者経歴］
　　産学官の共同研究管理の経験等、実務能力が判断できるような事例に留意して記述してください。
　［経理担当者氏名］
　　実際に担当する方を記載してください。
　［経理担当者経歴］
　　経理実務能力が判断できるように記述してください。



管理法人の概要（つづき）
	⑤　実用化研究開発事業の管理法人実績

本事業と同様の実用化研究開発事業（地域新生コンソーシアム研究開発事業等）において管理法人を担当した実績のある場合、担当した全てのプロジェクトについて、その名称及び委託元、実施年度、委託（補助）金額、本提案時点での事業化実績（事業化した場合は当該事業化した年度）、事業化収入（当該事業化に係る製品の累計売上高）について記載してください。

※末尾に担当件数及び事業化に至った件数を記載してください。
　（記載例）

事業名

プロジェクト名

事業所管

実施年度

委託補助金額

事業化実績

事業化収入

（累計売上高）

地域新生コンソーシアム研究開発事業

燃料電池用○○の開発

○○経済産業局

H15～16
（千円）

補完研究中

（千円）

－

地域新生コンソーシアム研究開発事業

・・・・・切削システムの開発

○○経済産業局

H15～16

事業化(H19)

20,000

地域新生コンソーシアム研究開発事業

＊＊＊を用いた＊＊センサー開発

○○経済産業局

H17～18

事業化断念

－

地域資源活用型研究開発事業

○○産○○を用いた・・・の開発

○○経済産業局

H19～20

実施中

－

担当件数：４件

事業化件数：１件



	⑥　財務状況（直近３期分の実績を記入）
（単位：百万円）　

／

／

／

①売上高

（当期収入合計額）

②経常利益

（当期収入合計額－当期支出合計額）
③当期利益

　減価償却費

　繰越利益剰余金
（次期繰越収支差額）

※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記入してください。

・財務状況及び提案プロジェクトの遂行に必要な財源等に関する説明

※本提案プロジェクトの遂行に必要な財源確保等が可能な根拠等に関して、財務状況等の説明をまじえて記載してください。


	⑦　管理法人の適性

※以下の点に留意し、管理法人の適性について説明してください。

本事業の目的に鑑み、研究計画実施等について運営管理を行うのに相応しい高い管理能力に加え、研究開発成果の事業化に向けた推進体制又は支援体制を有するなど、本事業で求める管理法人の要件を満たす優れた適性を備えているか。




※管理法人が企業の場合は、【様式１３】についても作成してください。
【様式１３】

参加企業の概要（参加企業１社ずつ作成）

	企  業  名
	　
	連絡先
	Tel：

Fax：

	本社所在地
	〒


	代　表　者

役職・氏名
	

	主な事業所

とその所在

都道府県名称
	○○支社　（○○県）

□○工場　（○○県）

△△研究所（○○府）

	主な出資者

（出資比率）

※出資比率の高い者から記載

※大企業は

【　】に◎を記載
	【　】

【◎】

【　】

【　】
	○○○県（60％）

（株）▽□○（30％）
（株）□○○（10％）


	資  本  金
	百万円
	
	
	

	従業員数

（うち研究員数）
	人

（　　　　　　　人）
	
	
	

	設 立 年 月 日
	年　    月　　　日　
	主な事業

の業種名
	※中小企業基本法に基づく、製造業その他／卸売業／小売業／サービス業の別を記載してください。

	過去３年産学官

共同研究経験
	           　　　　　件
	
	

	
	
	主な製品・

サービス等
	

	参加団体
	 　　＊＊＊学会

 　　・・・協会　　   など   (主要５ヶ所以内を記入)

	過去３年間

参加研究会
	 　　＊＊＊研究会

 　　・・・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ   など   (主要５件以内を記入)


 財務状況（直近３期分の実績を記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	                                        　　　　　           
	／
	／
	／

	①売上高

（当期収入合計額）
	
	
	

	②経常利益

（当期収入合計額－当期支出合計額）
	
	
	

	③当期利益
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	繰越利益剰余金
（次期繰越収支差額）
	
	
	

	研究開発費
	
	
	


※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記入してください。

	財務状況説明：

※管理法人となる企業は、本項目の記載を省略できます。その際、「管理法人概要を参照」と記載してください。

※ベンチャー企業等３期分の決算が存在しない場合は、存在する年度について記載してください。


【様式１４】

参加する試験研究機関等の概要

＊全ての試験研究機関等について記入

	試験研究機関等名
	
	
	
	

	種別（国立大学法人、国立、公立、私立、独立行政法人等の別）
	
	
	
	

	所在地都道府県 市町村名
	
	
	
	

	共同研究センター及び

リエゾンオフィス等の有無

（有る場合その名称を記載）
	
	
	
	

	共同研究センター及びリエゾンオフィス等の組織としての 関与の有無

（今回の委託研究契約の窓口となっているか）
	
	
	
	

	過去３年間の民間企業等との共同研究実績（契約単位）
	         件
	         件
	         件
	         件

	当該プロジェクトで利用可能な設備の名称
	
	
	
	

	当該試験研究機関等の研究施設の民間企業等による活用の有無

 (有の場合は、主な研究内容を記入)
	
	
	
	


注）リエゾンオフィスとは、研究管理統括及び他の参加研究機関との連絡等を行う大学内部の機関を指す。

【様式Ａ】
	21年度受付番号
	


※この欄は経済産業局で記入します。
地域イノベーション創出研究開発事業への類似提案状況説明書

	
	本研究開発
	類似提案

	受付番号（局で記載）
	
	

	テーマ名
	
	

	総括事業代表者
	
	

	研究体
メンバー
	
	

	提案額
	（１年目）　　　　　　　　　　千円

（２年目）　　　　　　　　　　千円
	（１年目）　　　　　　　　　　千円

（２年目）　　　　　　　　　　千円

	研究開発内容
	
	

	その他

※研究成果目標及び目標とする開発製品等の相違点を中心に研究開発分担、事業化計画等の相違点について簡潔に説明してください。
	※地域イノベーション創出研究開発事業へ提案されるもののうち、同一の研究実施者が関与し、かつ、同一の技術シーズを用いるなど類似の研究開発内容と思われるものについては、双方の提案における類似点（同一性）及び相違点等について本様式により簡潔に説明してください。




【様式Ｂ】

他制度への類似提案状況説明書
	事業名称
	地域イノベーション創出研究開発事業
	例：○○補助金

	事業主体

（関係省庁等）
	○○経済産業局（経済産業省）
	例：○○○○省

	テーマ名
	
	

	総括研究代表者
	
	

	研究開発等実施者
	※研究体メンバーを記載


	

	提案額
	千円
	千円

	研究期間
	平成２１年度～平成　　年度
	

	研究開発内容
	
	

	その他

※研究成果目標及び目標とする開発製品等の相違点を中心に、研究開発分担等の相違点について簡潔に説明してください。
	※本事業を含め、経済産業省その他の省庁等（各々に関連した独立行政法人等を含む）による研究開発制度・事業において、実施済み又は実施中若しくは申請中及び申請予定とされているもののうち、本提案内容と類似した研究開発内容（同一研究実施者の関与又は同一の技術シーズを用いるなど）と思われるもの又はその恐れがあるものについては、当該案件ごとに双方の研究内容等につき、それぞれの類似点及び相違点等について本様式により簡潔に説明してください。
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課　題


・高額な機器が必要


・個々に測定が必要





特　徴


・機器が安価


・一括測定が可能





プロジェクト名





［従来技術］





［新技術］





・従来の○倍の高速化を実現


・○分の１のコスト低減





本プロジェクトの


要素技術の説明


（挿し絵）





従来技術の説明


（挿し絵）








※「Ⅰ．プラント・機械装置等開発費」は、原則再委託先には計上できません。





※研究実施者が管理法人を兼ねる場合、研究実施部分は間接経費となります。


詳細は１５ページを参照





※詳細は１５ページを参照

















※購入するプラント・機械装置等については、全てその詳細を様式７に記載してください。








※出資比率順に上位４者を、また出資者が５者以上の場合、５番目以降をまとめて「ほか○社」と記載してください。


※第３セクター（自治体からの出資等がある）の場合、比率順に関係なく全ての自治体について記載してください。

















総括事業代表者（PM）経歴書























